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給与への満足に対する公平さの効果

一共分散構造分析による検討一

井手 亘

労働に対する外的報酬の一つである給与への満足は給与が多いほど高いとさ

れ，就職の際も給与の多さは重要な判断基準となっている。労動に対する給与

は多ければ多いほど満足に感じられ，多くの報酬が期待されるほど働く動機付

けも高まる， という考え方は強化の原理で説明される。しかし，給与などの報

酬は多ければ満足であるかと言うと必ずしもそうではない。報酬が周りの人よ

りも少なければ不満に感じる一方，報酬が余り多くなくても周りの人と比べ

て自分の方が多ければ満足に感じる。 このように報酬は他者との社会的比較

(Festinger, 1954)によって多い少ないが判断され， それが報酬への満足に結

び付くと考えられる。

相対的剥奪はこの考え方を基礎としている。満足に関わる変数である報酬の

剥奪感は報酬そのものの量ではなく社会的比較などによって形成される報酬の

主観的基準と比べることによって決まり， また剥奪感はその報酬を自分が得る

資格があると感じるときに起こるとされている(c.f.deCarufel, 1986)。つま

り相対的剥奪の考え方は，報酬への満足が報酬の型そのものではなく報酬の相

対的な多さに影響されるというものであり報酬に重点をおいた考え方である。

これに対して他の人と報酬を比較した場合， 自分よりも働いていないのに同

じ報酬をもらっている人があれば報酬の分け方が不公平であると感じて不満に

思うことがある。この場合，報酬への満足には報酬の相対的な多さだけではな

く報酬と「働き」との関係も影響している。このように報酬への満足が報酬を

得るために行った貢献である「働き」と関係するという考え方は公配の公平さ
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の考え方である。

公平な報酬の分配ルールは状況によっていくつかある(Deutsch, 1975)が，

その中でも労働場面にあてはまるものは衡平(equity)のルールである。この

ルールに基づく衡平理論(Adams, 1965;Walster,Walster&Bersclleid, 1978)

では，報酬が衡平に分けられている場合には分配は公平とされ，報酬に満足す

ると考える。衡平さはある人の受けた報酬と貢献の比をその人が社会的比較の

相手とした人の報酬と貢献の比と比較することで判断される。 もしその人の比

が比較相手の比と同じならば報酬は衡平とされ， その人の比が比較相手より

も小さい，つまり貢献のわりに報酬が少ない場合や，その人の比が比較相手よ

りもかなり大きい，つまり貢献のわりに報酬が多すぎる場合には不衡平とされ

る。従ってこの考え方では報酬と貢献の関係が衡平であれば報酬が公平である

として満足し，不衡平であれば報酬が不公平であるとして不満を感じるとする

のである。

この二つの考え方は，報酬への満足が報酬の量そのものでは決まらず社会的

比較の影響をうけると言う点では共通するが，ある報酬を受けた人の満足につ

いての予測は異なる。まず相対的剥奪の考え方では，ある人の報酬が比較相手

の人と同じかまたは多ければ報酬に満足であると考えられる。分配の公平さの

考え方では，ある人の報酬と貢献の比が比較相手の人の比と同じくらいであれ

ば報酬に満足であると考えられる。

そこで， この点について実際の労働者を対象にして調査を行い，報酬への満

足はどの考え方によってよりよく説明できるかについて検討した。 この調査

は，労働組合員を対象とした意識調査である労働調査研究所の第30回組合員総

合意識調査の一部として実施された。この調査について， ここで取り上げた調

査項目以外の詳細は労働調査研究所の調査全体の報告（労働調査研究所，印刷

中）を参照されたい。
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調 査

調査時期

調査票は1991年2月から3月にかけて配布・回収された。

調査対象者

調査対象者は今回の調査に参加した労働組合，労働組合連合団体など40の組

合，組合団体の組合員（組織人員の合計約462,000人）であった。なお今回の

結果の分析には，各参加団体の有効回答票の中から1％ずつをサンプルとして

抽出して得た4617名のデータを用いた。 また，記入洩れ等のため質問項目に

よっては有効回答者数が4617名以下となっているところもある。

調査方法

参加した各団体毎に質問票が組合員に配布され，記入された質問票は各組合

員が自ら封をして未開封のまま調査実施機関である労働調査研究所に送付され

た。

質問項目

調査全体の質問項目のうち，今回の分析に用いた項目は以下の通りである。

対象者の属性については性別(l.男性2.女性),年令，職種(1.営業・販

売・サービス 2.専門・技術・研究3.事務(管理部門を含む） 4.技能・現業

5.パート 6.その他)，最終学歴（1.中学・旧制高等小卒2.高校・旧制中学

卒3.専修学校卒4.短大・高専卒5．大学卒6.大学院卒 7.その他)。な

お年令は実際の年令を回答してもらったが，分析の際には（1.20才未満2.20

-30才未満3.30-40才未満4.40-50才未満5.50才以上）の5カテゴリー

に分類したものを用いた。

年収については「あなた自身の年収（税込み・一時金含む)｣(1． 200万円未

満 2． 200－300万円未満 3． 300－400万円未満 4． 400－500万円未満

5. 500-600万円未満6. 600-700万円未満7. 700-800万円未満8． 800

-1000万円未満9. 1000万円以上)。
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給与への満足については「あなたは給与の水準についてどの程度満足してい

ますか」 (1.不満である 2．どちらかといえば不満である 3．どちらともいえ

ない4.どちらかといえば満足している 5.満足している)。

年収を比較する基準としては，同じ年令で同じ仕事をしているサラリーマン

の平均年収をどの程度に見積っているかを調べた。 「あなたと同じ年令で|司じ

仕事をしているサラリ ーーマンの平均年収はどのくらいだと思いますか」 (1.200

万円未満2.200-300万円未満 3.300-400万円未満 4.400-500万円未満

5.500-600万円未満6.600-700万円未満 7.700-800万円未満 8.800-

1000万円未満9． 1000万円以上)。

給与の公平さについては， 「あなたの給与についてどの程度公平だと感じま

すか」 (1.不公平2.どちらかといえば不公平3.どちらともいえない＋､ど

ちらかといえば公平5.公平)。
L

給与や人事を決める基準として重視するものについては， 「あなたは， 会社

の給与や人事を決める場合「年令，社歴」と「能力，実績」のどちらを重視す

べきだと思いますか」 (1.年令，社歴2.どちらかといえば年令， 社歴3.両

方同じくらい重視4.どちらかといえば能力，実綴5.能力，実績)。

そのほかに，組織内でのコミュニケーションを調べた次の3項目も分析の対

象とした。 「会社は経営や生産に関する従業員の提案や意見をよくきいてくれ

る」 (1.そう思わない 2.どちらかといえばそう思わない 3.どちらともいえ

ない4.どちらかといえばそう思う 5.そう思う)。

「組合は運動や活動に関する組合員の提案や意見をよくきいてくれる」 (1.そ

う思わない2.どちらかといえばそう思わない3.どちらともいえない4.ど

ちらかといえばそう思う 5.そう思う)。

「あなたは上司との関係についてどの程度満足していますか」 (1.不満である

2.どちらかといえば不満である 3.どちらともいえない4.どちらかといえば

満足している 5.満足している)。
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結 果

調査対象者の属性

性別では男性が75.8％（3499人)，女性が24.2%(lll5人）であった。日本の

労働組合員全体での男女比は男性64.4％，女性35.6％（労働大臣官房政策調査

部, 1989)であるから，対象者はやや女性の多い栂成となっていた。

年令では表lの通り20才代が最も多くなっているが， 日本の労働組合員全体

(労働大臣官房政策調査部, 1990) と比較すると今回の調査対象者はやや若い

世代が多くなっていた。

職種別の構成比は表2の通りで， 日本の労働組合員全体（労働大臣官房政策

調査部, 1990)と比較すると今回の調査対象者は技能・現業職が多くなってい

た。これは，参加した組合に製造業が多かったことが影響している。

最終学歴別の栂成比は表3の通りである。日本の労働組合員全体（労働大臣

官房政策調査部, 1990)と比較すると今回の調査対象者は高校・旧制中学卒が

非常に少なく，一方で中学・旧制高等小卒と専修学校卒以上の者が多くなって

いた。

年収の分布は表4の通りである。日本全体で1989年度に30人以上の事業所で

支払われた現金給与の平均が年額約430万円(経済企画庁, 1990)で今回の調査の

平均年収の推定値が約450万円であるから，年間約5％の賃金の上昇を考慮す

表1年令別の構成比 表2職業別の織成比

（

サーLス 96＄143O

I I 437， 31 5 26 】＄533＄*＊

1 1 2 耶務廟(管理部門をむ21 6毛

1 1 l85o 359 397 249毛

1 0，

＊労働大臣官房政策調査部（1990）の結果
**40才以上

＊労働大臣官房政策調査部（199のの結果

**事務・技術・研究職
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表3最終学歴別の構成比 表4年収の構成比
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＊労働大臣官房政策調査部(1990)の結果

**大学・大学院卒

ると今回の調査対象者は年収の点ではほぼ平均的な給与所得者であったといえ

る。 ‐

以上のような属性からみると，調査対象者は日本の若年層から中年層にかけ
L

ての平均的な給与労働者を代表する標本であったといえよう。

給与への満足

給与への満足は全体では不満とする人（｢1.不満」「2.どちらかといえば不

満」への回答の合計）は53.9％， 「3.どちらともいえない」が30.9％，満足とす

る人（｢4.どちらかといえば満足」「5.満足」への回答の合計）は15.2%であっ

た。日本全体の勤労者の中で所得・収入に不満を持つ人は62.5％（労働政策調

査部, 1990)で， これと比較すると，今回の調査対象者は不満を持つ人がやや

少なくなっていた。

また給与への満足を上記の属性別に分析したところ次の通りとなった。

性別では表5のとおりやや男性に不満が多くなっていた。

年令別では表6のように20才未満と50才以上で不満がやや少ない他は不満と

する人が過半数を占めていた。

職種別では表7のようにパートで不満が最も多く，営業・販売・サービス職

や専門・技術・研究職は事務職（管理部門を含む）や技能・現業職よりも不満

とする人がやや多くなっていた。
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表5男女別の給与への満足
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一一＝C一一－一一一＝二－一一一一一＝＝

｜どちらともいえない｜ 満足性別 不満

'－－-二二 －－－－－｜男性 56.4% | 29.4% | 14b2%

女性 45.6% | 35.8% l 18.7%
一一●－－－－－－－－

（注）「不満」には「1.不満」「2.どちらかといえば不満」への回答を合計している。
「満足」には「4.どちらかといえば満足」「5.満足」への回答を合計している。

表6年令別の給与への満足

;蕊義〆澆義蕾Ⅷ蕊1
40～50才未澗 50.2% I 36.8% | 13, 1%

50才以上 47.5% 1 34.3% | 18.2%

(注）「不満」には「1.不満」「2.どちらかといえば不満」への回答を合計している。
｢満足」には「4.どちらかといえば満足」「5.満足」への回答を合計している。

表7職種別の給与への満足
－
０
０
０
０
０
０
，
’
０
，
０
『
，
叩
’
‐
‐
，
‐
，
‐
０
日
，
，
０
０
０
０
０
’
０
０
０
０
１
０
０
ｉ
Ⅱ
Ⅱ
Ｉ
ｈ
１
ｌ
ｊ
Ⅱ
０
１
１
Ⅱ
。
“
０
■
〃

１
１

不満 ｜どちかともいえない｜ 満’職種 足
一

Ｉ

１
１

１
１
１
‐

営業・販売・サービス職

専門・技術・研究職

事務職（管理部門を含む）

技能・現業職

パート

42.1影

41.7%

38.1先

35.2％

47.7影

％
％
彫
％
先

６
７
７
５
１

●
●
●
●
●

如
釣
如
銅
鉛

17.2％

18.6%

21.2％

19.3%

13.3%

(注）「不満」には「1.不満」「2.どちらかといえば不満」への回答を合計している。

｢満足」には「4.どちらかといえば満足」「5.満足」への回答を合計している。

最終学歴別では表8のように，学歴の高い人ほど給与への不満が大きくなっ

ていた。

年収別では表9のように，年収400万円から600万円の層で給与への不満を持

つ人が最大となる特微があった。一方，給与への満足が高まるのは年収800万

円以上であった。
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表8最終学歴別の給与への満足

｜どちらともいえ葱い最終学歴 不満 ｜
争一一一一一一

満足
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(注）「不満」には「1.不満」「2.どちらかといえば不満」への回答を合計している。
｢満足」には「4.どちらかといえば満足」「5.満足」への回答を合計している。

豪9年収別の給与への満足
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(注）「不満」には「1.不満」「2.どちらかといえば不満」への回答を合計している。
｢満足」には「4.どちらかといえば満足」「5.満足」への回答を合計している。

相対的剥奪の指標

相対的剥奪はその人の給与がその人が比較する対象として選んだ給与の額と

比べて多いか少ないかによって決まる。従って，その人が何を比較の対象とす

るかが問題となる。ここでは人が自分と年令の似た人の給与を比較の対象とす

ると考え，全体としては人が比較の対象とする給与の額はその人と同じ年代の

人の給与の最頻値で近似できるとした。
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そこで最頻値として20才未満， 20才代， 30才代． ＋0才代， 50才以上の各年代

毎に年収の最頻カテゴリーを求めた．その上で．ある人の年収カテゴリーがそ

の年代の最頻年収カテゴリーより下であれば「l.人並み未満｣，同じカテゴリー

であれば「2.人並み｣，最頻年収カテゴリーより上であれば「3.人並み以上」

とした〔， これを「人並み度」と呼ぶこととする、この指標は人が同年代の人と

比較をすると仮定したときの給与（年収）の相対的剥奪の有無を示すもので，

「人並み未満」の人は相対的剥奪の状態にあると考えられる。全体としては「l.

人並み未満」の人が26.6％， 「2.人並み」の人が34．9影， 「3.人並み以上」の人

が38.5％であった。

報酬と貢献の対応（衡平さ）の指標

分配の公平の理論の中でも衡平(equity)のルールを公平な分配ルールとす

る立場では，人が給与を比較するときには必ずしも給与そのものだけを見るの

ではなく，互いの働きを考慮して比較すると考える。つまり給与が貢献に応じ

て決まっており，比較相手の人と結果（給与）と貢献（働き）の比が同じであ

れば衡平とするのである。

ここでは，実際にそれぞれの人がどのような人を比較相手としているかを調

べるのは困難なため， もし比較の対象として同じような貢献をしている人を取

り上げた場合にその人の年収をどれくらいであると推定するかを， 「あなたと

同じ年令で同じ仕事をしているサラリーマンの平均年収はどのくらいだと思い

ますか」という質問によって尋ねた。衡平のルールによれば貢献の同じ人と比

べた場合，給与が同じくらいであれば給与は衡平である。貢献の同じ人よりも

給与が少なければ給与は不衡平である。また，貢献の同じ人よりも給与が多い

場合は給与は不衡平であるが，利己的な立場からすると給与は自分に取って有

利である。従ってこの場合は給与が不衡平であることによる不公平感や不満は

あまり生じないと考えられる。

実際にはこの項目に対する回答（比較する年収カテゴリー）と調査対象者自

身の年収カテゴリーを比較して，調査対象者の年収の衡平さを次のように分け
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た。ある人自身の年収カテゴリーが比較する年収カテゴリーより下，つまり年

収が少ない場合を「負の不衡平｣，同じカテゴリーの場合を「衡平｣，比較する

年収カテゴリーより上，つまり年収が多い場合を「正の不衡平」とした。

全体としては年収が「負の不衡平」の人が50.6％， 「衡平」の人が39.5％，

｢正の不衡平」の人が10.0影であった。

給与や人事を決める基準

給与や人事を決める基準については「1.年令，社歴」「2.どちらかといえば年

令,社歴」とする人は6.4％，年令，社歴と能力，実績の両方を重視するべきと

する人が37.8％， 「4.どちらかといえば能力，実績」「5.能力，実績」とする人

は55.8％であった。これにはあまり年令，性別，年収による差はなく，高年令

の人でも，実際には不利になると考えられるにもかかわらず，評価の基準とし

ては圧倒的に能力・実績を用いることを支持していた。

満足に及ぼす各指標の効果

給与への満足に給与の額そのものである年収や人並み度（相対的剥奪)，衡

平さ，給与の公平さなどがどのように影響しているかについては共分散構造分

析を用いて検討した。なおプログラムとしては統計パッケージSASの共分散

構造分析であるCALIS(c､f・ SASTechnicalRcportP-200, 1990)を用いた。

共分散構造分析-CATJS

共分散構造分析は土田(1988)で紹介されているように変数間の因果関係の

モデルを検討する手法である点ではパス解析などの回帰分析と同じ発想に立っ

ているが，変数として測定された変数に加えて潜在変数（概念）を用いる点が

最大の特徴である。ここで共分散栂造分析の基礎となる共分散構造モデルにつ

いて，最も典型的な完全潜在変数モデル(Completelatentvariablemodel)を

用いて説明しておく (cf・Hayduk, 1987)。

共分散構造モデルでは実際の調査等で測定された変数は測定変数として扱
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い， これは直接には測定できない潜在変数（概念）の指標であると考える。こ

れは因子分析において，測定された変数が因子負荷趣に応じて潜在変数である

因子の指標となっていることと同じ考え方である。この測定された変数と潜在

変数の関係を表したモデルである「測定モデル」が次の式1 ,式2である。

（式の中の文字はそれぞれ行列を表している)。

測定モデル

y=』"〃+E （式l)

測定内生変数=J(潜在内生変数)+誤差 （式l'）

x=4毎‘+6 (式2)

測定外生変数＝ノ（潜在外生変数)＋誤差 （式2'）

式lは測定された内生変数yが係数となる行列4〃で示される影響を潜在

内生変数〃から受けることを示している。 Eは誤差である。式''はその考え

方を示したものである。式2は測定された外生変数xが係数となる行列血墾で

示される影響を潜在外生変数どから受けることを示している。 6は誤差であ

る。式2'はその考え方を示したものである。

共分散構造分析では困果関係はこの潜在変数（概念）の間で考える。この潜

在変数（概念）の間の関係を表したモデルである「概念モデル」が次の式3で

ある。

概念モデル

"=B"+Ff+r (式3)

潜在内生変数＝/(潜在内生変数)＋／（潜在外生変数)＋誤差（式3'）

式3は潜在内生変数〃が潜在内生変数〃同士による効果と潜在外生変数ど

の効果を受けることを示し，それぞれの影響の強さは係数となる行列B,行列

Fに示される。噂は潜在変数（概念）レベルでの誤差である。式3'はその考え

方を示したものである。このように共分散構造モデルでは，測定値と概念を分

けているので測定の際の変動や測定変数の違いに影響されにくい一般的なモデ
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ル（概念モデル）を立てることができるのである。

モデルは潜在変数と測定変数間のパス，潜在変数間のパスを組み立てて作ら

れる。基本的には測定の際に指標とした測定変数と潜在変数の間にバスを設

け， また理論的に考えられる因果関係によって潜在変数間にパスを設けてモデ

ルを作っていく。ただし，共分散構造モデルでは外生変数と内生変数をはっき

りと区別するので，内生変数は他の内生変数と共分散を持てない。また，測定

変数と潜在変数（概念） も区別するので測定外生変数と潜在内生変数との間に

パスを設けられないし，潜在外生変数と測定内生変数との間にもパスは設けら

れない。

ここで，共分散構造分析でのモデルの検討のために使用されることの多い最

尤推定法とX2値による検定について解説しておきたい。最尤推定法は共分散

構造モデルによってたてたモデル（仮説）を母数と仮定した場合，実際に測定
L

されたデータがそこからの標本として得られる確率が十分に大きいかどうかに

よってモデル（仮説）の検討を行う。

検討には次のような測定変数間の分散共分散行列を用いる。式中のxは測

定外生変数, yは測定内生変数である。

に:剛:::::二）分散共分散行列＝
（ヨまたはS)

まず， モデル（仮説）から測定変数間の分散共分散行列Zを求める， この

zを母数として多変量正規分布する母集団を仮定し，実際のデータである

測定変数間の分散共分散行列sがその母集団からのランダムサンプリングに

よって得られる可能性（尤度）を計算する。そして， この尤度が最も大きくな

るモデルを真のモデルの良い推定値とする。

この場合， モデル（仮説）は変数間のパスなどを示しているだけなので，パ

スの値などのパラメーターの値は自由に推定できる。そこでなるべく尤度が大

きくなるようにパスの値などをいろいろと試して最適なzを漸近的に推定す
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る。実際にはZとSが近いほど尤度が大きくなるので,S--Zの値である「残
差」が最小になるようにZの値を推定していく。

今，全ての変数間にパスがあるというモデルを考えると， これは飽和モデル

と呼ばれる。このモデルで尤度が大きくなるようにパスの値を最適化すると，

最も尤度の大きくなるZはSそのものとなる。これに対して普通のモデルは

より少ないパスで構成されるから，飽和モデルからいくつかのパスをゼロや特

定の値（多くの場合は1.0）に固定(fixed)したものであるといえる。このモ

デルではいかに固定(fixed)されていない自由な(free)パスの値を変化させ

て， この国とSとの差を小さくなるようにしても，パスのいくつかが固定さ

れている限りzはSと同じにはならない。従って， このモデルでSの得ら

れる尤度は飽和モデルよりも小さくなる。このようにモデルによって尤度は異
なって来るのである。

では実際にはこの尤度はどう計算されるのか。多変量の正規分布をし，その

分散共分散行列がヨである母集団からN個のデータをとったとき，そのデー

タの分散共分散行列がSとなる確率はWiShart分布することが知られている。

従って，あるモデル（仮説）に基づく分散共分散行列がzの母集団から，分散

共分散行列がsであるようなデータが得られる尤度は， 次のように表される。

W(S;Z, n)ただし, n=N－l

では， この尤度が十分に大きいかどうかはどうやって調べるのか。今，ある

モデル（仮説）に基づく母集団の分散共分散行列ZがSと等しい(Z=S)な

ら， このようなモデルから分散共分散行列Sのデータが得られる尤度は，

W(S;Z, n)=W(S;S, n)

このモデルはSから見ると最適モデルであり，分散共分散行列Sが得られ

る尤度は母集団がこのモデル(Z=S)の時に最大となる。従ってどのような

モデル雪に対しても，

W(S;S, n)≧W(S;Z, n)
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となる。ここでこの2つのモデルの尤度の比の対数をとると，

（窯襄，ざ）log(尤度比)=log

この尤度比の対数は分子の方のモデルのzがSと等しいときに, log l=0

となるが，それ以外の時は分母の方が大きいから尤度比はマイナス， そして尤

度比の対数もマイナスとなる。この尤度比の対数を実際の式で表すと次のよう

になる(pは測定内生変数の数, qは測定外生変数の数)。

log(尤度比)=-&n{tr(SE-')+loglZI-loglSI-(p+q)}

この式の先頭の－もnをとったものがLISRELのF=FitCriterionである。

F=tr(SZ-!)+loglZ|-loglS|-(p+q)}

先頭の－&nをとっているのでFの値はz=Sの最適モデルの時に0,そ

のほかの時はプラスとなる。従って, Fは0に近いほどデータSがモデル（仮

説）から得られる尤度が大きいという指標となる｡また， この尤度比の対数に

－2をかけた値はX2分布するので, X2分布を使ってモデルを検定すること

ができる。－2をかけているので， このX2の値も重=Sの最適モデルの時に

0，そのほかの時はプラスとなる。

x2=--2(－をn{tr(SZ-')+loglZI-loglS|-(p+q)})

=nF

自由度=&(p+q)(P+q+1)-(推定するパラメータの数）

次にX2によるモデルの検定であるが，普通，頻度データについてX2を検

定に用いるときはX2値が大きいと帰無仮説が棄却されることを利用するこ

とが多い。しかしモデルの検定ではZ2値が小さいと仮説が棄却できないこと

を利用する。 X2が小さいと，実際のデータである分散共分散行列Sがそのモ

デル（仮説）に基づく母集団からのデータであるということを否定できない。

つまり, Sというデータからはそのモデル（仮説）が真のモデルであるという

ことを棄却できない。従って， このモデル（仮説）が真のモデルに近い可能性
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が高いと考えるのである。 これは通常の検定とは逆の考え方である。 X2が大
きい場合には, Sがそのモデル（仮説）に基づく母集団からのデータでないと

言え， そのモデルが真のモデルであると言うことを棄却できる。

このようにX2ではモデル(仮説）が棄却できないことを示すだけであり，
そのモデルが最適であることを意味しないし，他に同じかそれ以上にデータS

に適合するモデルがある可能性も否定しない。 X2が小さいということは， そ

のモデルのパラメータをある値にするとSに近いZが得られることしか意味

しないと考えることもできる。従って, X2によって積極的にモデルを採択す

る場合には危険率は少なくともp=・ lOからp=.20程度が望ましい(Hayduk
1987)。

また"2の式の中でnが掛けられているから，分散行列Sを計算するための

データの数が多いとX2はすぐに大きくなり， モデルを過敏に否定するように

なる。従って，検定力からいうとデータ数はX2の自由度の2～5倍， あるい

は50～500位がよいと経験的に言われている。

X2はパラメータを増やすと，即ち自由度が小さくなると，小さくなる。モ

デルを変える時にパラメータを増やした場合は，例えそれでX2が小さくなっ

ても，その小さくなった量が増えたパラメータのと同じくらいならモデルを変

えたことでモデルの適合性が良くなったとは言えない。また，一般的にパラ

メータを増やすのは好ましくない。よいモデルとは少ないパラメータで説明で

きるモデルであり， このようなモデルの方が適用範囲が広い。

さらに"2値が検定に用いることができるのは，全ての変数が多変量正規分

布し，データである分散共分散行列は標本データそのものであり標準化などの

加工がされておらず，サンプル数もかなり多い， という場合に限る。しかし実

際にこの条件が満たされることは少ないからX2値は検定よりもモデルの相対

的なあてはまりのよさの指標とすべきであると考える人も多い。すなわちX2

が小さいモデルはX2が大きいモデルよりも当てはまりが良いとしてよりよい
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モデルを選択する指標とするのである。

今回， この共分散栂造分析を使った理由は測定指標が決定的なものでないと

言う事である。調査で用いた収入や公平さ，相対的剥奪などは測定する指標が

いろいろと考えられ，例えば給与でも指標は年収，月収，税込み，手取りなど

様々である。このように指標がいろいろとあると指標によって結果に大きな差

が出て来る可能性がある。そこで測定の指標，測定変数による影響を受けにく

い共分散構造分析を用いることで指標に依存しない安定したモデルの検討を目

指したのである。

なお，共分散構造分析のプログラムとしては従来からLISRELが多く用い

られてきたが， このプログラムは行列によってモデルを記述しなければなら

ず，複雑で使いこなすのが難しい。 これに対してCALISはよりモデルの記

述がしやすいEQSプログラム(Bentler,j988)型の記述が可能である。また

EQsに含まれている， モデルへの変数やパスの選択を支援するLMテスト

(Bentler, 1988)やWaldテスト (Bentler, 1988)が利用できるなど多くの利

点があるため今回はこのプログラムを用いた。

共分散構造分析の結果

共分散構造分析で図lのモデルを検討したところこのモデルは棄却されな

かった(x2=13.46, df=10, p=､20, FitCnterion=､0291)。図lのモデルの

中の細い四角で囲った変数は測定変数，太い楕円で囲った変数は潜在変数を

表している。細字の双方向の矢印は変数間の共分散を示している。数値は各変

数の間の標準化されたパス係数を示している。Eは各測定変数の誤差,Dは各

潜在変数の誤差を示している。またモデルの中のパスで，潜在変数「給与」か

ら「給与公平｣， 「給与」から「給与満足｣， 「コミュニケーション」から「給与

満足｣， 「衡平」から「給与満足｣， 「相対的剥奪」から「給与公平｣， 「相対的剥

奪」から「給与満足」へのパスはいずれも有意ではなく，実際の影響はほとん

どないと見なせる。潜在変数間の関係では「衡平」と「コミュニケーション」
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偲函．-雁

図1 給与への満足構造モデル

が「給与公平」に大きなパスの値を持ち， 「給与公平」は「給与満足」に大きな

パスの値を持っている。

考 察

まず，調査の対象者の属性のプロフィールからみて， この結果が実際の日本

の若年層から中年層にかけての給与労働者の姿を反映した外的妥当性が高いも

のであるといえる。

共分散栂造分析の結果から，給与への満足には「給与公平」が最も重要であ

ることがわかる。一方，年収で示される給与の額そのものは給与への満足にほ

とんど影響を及ぼしていない。つまり年収が多くても不満な人，年収が少なく

ても満足な人などいろいろな人がいるということである。従ってこのモデルか

らは，人は給与の額が多ければ給与に満足するという考え方は支持されなかっ

た。むしろ人は給与について判断するときには何かと比較して判断をしている

といえる。

この相対的な判断の基準として同じ年令層の人の年収を用い， 「人並み度」
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で示した給与の相対的剥奪の給与の公平，給与への満足に対する効果を検討し

たが，図lの通りこのモデルでは「相対的剥奪」も給与への満足にほとんど影

響しなかった。給与が人並み以上か人並み以下かということでは給与への満足

が説明できないということである。その原因としては，給与だけを考え仕事や

貢献を考慮しない相対的剥奪の考え方は満足を説明できないという見方と，比

較相手と仮定した同じ年令層の人の年収が実際の比較相手とは異なっていたと

いうことの二つが考えられる。

これに対して潜在変数「給与公平」は「給与満足」に対して圧倒的な説明力

を持ち， このモデルでは給与が公平であることが満足につながることが示さ

れている。さらにこの公平さは，分配の公平さのルールのうち仕事での貢献を

考慮した衡平のルールに従っている状態を示す「衡平」によって説明されると

ころが多い。 これは労働場面では衡平が公平なルールとされるとしたAdamg

(1965）の主張と一致している。

また，各自の貢献を考慮した「衡平」が「給与公平」を説明し，貢献を考慮

しない「相対的剥奪」が「給与公平」を説明しなかったこと，給与や人事を決

める基準として能力，実纈を重視する人が過半数を占めており，貢献として年

令ではなく仕事を考慮した衡平のルールに従うことが重要であると多くの人が

考えていることなどは全て， この場では衡平のルールが公平さの基準であった

ことを示している。このように給与の額の多少に関わらず，給与が貢献に応じ

て衡平に分配されることを公平と感じ，それが給与への満足を生んでいるとい

える。

一方，給与への満足に直接の影響はないが，潜在変数「給与公平」に影響す

ることで間接的に影響していたものに潜在変数「コミュニケーション」があ

る。この「コミュニケーション」は労働者の意見を組合や上司，会社が聞いて

くれることを指標としている。これが公平さに関わる原因としては， まず会社

におけるコミュニケーションの内容には自分の処遇についての不平不満がかな
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りあることがあげられる。 1990年の調査(労働大臣官房政策調査部, 1990)によ

れば過去1年間に会社の処遇について不平不満を述べた人は22.8％もあった。

組合に対しては，組合に組合員が期待する事項（複数回答）で最大のものは

｢賃上げ」であり74.7％の組合員が期待していた（労働大臣官房政策調査部’

1990)o従って組合とのコミュニケーションではこれが最も重要な位置を占め

ていると考えられる。

上司や会社に対しても，労働者が会社に述べた不平不満（複数回答）で「賃

金・労働時間等労働条件に関する不満」は35.4％を占め， 「昇進・昇格に関す

る不満」も10.0%あった（労働大臣官房政策調査部, 1990)。 このように会社

とのコミュニケーションでも賃金や仕事での貢献の評価が重要な話題となっ

ている。このようにコミュニケーションの内容が給与の公平さの実現を働きか

けるものであるため， コミュニケーションが公平さに影響すると考えられる。

しかし給与の公平さを話題としても，話をすることによって実際に給与が公

平となるのでなければコミュニケーションが給与の公平さに影響することはな

いという考え方もできる。 これに関しては手続きの公正さの点から考えると

コミュニケーションの結果，給与を公平とすることができなくても，組合や上

司，会社とコミュニケーションをする事自体によって給与に対する公平感が高

まるという可能性がある。分配に対する公平感は分配結果そのものだけでな

く分配の手続きの公正さによっても影響される(Thibaut&Walker, 1975)。

Leventhal (1980)によれば手続きが公正であるかどうかを判断する基準には

一貫性のルール，不偏向のルール，正確さのルール，訂正可能性のルール，代

表性のルール，倫理性のルールの6つがあり，手続きがこれらのルールにした

がっていれば手続きは公平とみなされ，その手続きによる分配も受け入れられ

やすくなるとしている。ただ，通常は実際にルールが守られているかどうかを

検証することは困難である。

しかし， どのルールについても分配を受ける人が手続きの過程において自由
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に意見や不満を述べることができればルールが守られる可能性は高くなる。そ

のため，意見を述べ意見を聞いてもらうことができれば手続きに対する公正感

が高まり，結果としてその意見が分配などの決定に影響することがな･〈ても，

分配結果や分配する人への評価を高める(Tyler,Rasinski, &Spodick, 1985)

ことが起こる。

今回の給与の公平さについても，上司とのコミュニュケーションが十分にあ

る場合には給与を決める手続きである人事考課や能力評価の過程で上司に意見

をいえるし，組合とのコミュニケーションが十分であれば組合を通じて賃上げ

や人事考課に参加できると感じられる。このようにコミュニケーションは給与

を決める手続きに対する公正感を高め，それによって結果としての給与そのも

のの公平さを高く評価させたと考えられる。

従って今回の調査結果から推定した図lのモデルによれば，給与への満足は
L

主に給与の衡平さに基づく給与の公平さによって説明され，給与の額の多さや

同年令の人よりも給与が多いかどうかといった相対的剥奪では十分に説明でき

ないといえる。このことは，給与について労働者は自分の貢献との対応に注目

していることを示している。例えば職種別に見たときにパート労働者が給与に

強い不満を持っていたのは，パートの給与が低いことが原因ではなくパートで

は給与と貢献との対応が低いことが原因であるといえる。学歴についても，学

歴が高いほど給与は高いにもかかわらず，学歴が高いほど給与への不満がむし

ろ大きかったのは，学歴の高い人は貢献を多くみつもるため給与がたとえ高く

ても給与と貢献の対応は低いと感じたことが原因であると考えられる。

また，給与の公平さの一部がコミュニケーションによって説明されたこと

は，給与の公平さが給与を決める手続きの公正さによっても影響されているこ

とを示唆している。

最後に今回用いた共分散構造分析について， この手法には他の数学的手法と

同じくモデルの内容の確からしさの基準は存在しない。この手法はあるモデル
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が数学的にデータにあてはまりがよいかどうかを調べるだけのものである。し

かも数学的にあてはまりがよい事を判断する指標自身が非常に多く提案されて

おりその優劣は現在の所つけがたい状態である。また数学的にあてはまりのよ

いモデルは一つとは限らない。今回のデータからでも X2の値が図1のモデル

と同じくらい高い別のモデルを作ることができる。従ってこの手法を用いる場

合には， モデルが理論的に妥当であるかどうかが実際には最大の判断基準とな

る。この手法の指標の値のみを用いてモデルのよしあしを考えるのはそれほど

意味があるとはいえないので， この手法の使い方については慎重を要するとい

えるだろう。
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TheEfYectsofJusticeonPaySatisfaction

-Usinganalysisofcovariancestructures.

Wh""IMP

Thepaysatisfactionmodelwas testedbyusinganalysisofco-
variancestructureswhichallowstheuseofhypotheticallatentvaria-
bleinthemodel.ResPondentswere4617worker'sunionmem-

bersinJapan.Theywereaskedtoratetheirpaysatisfaction,per-
ceiveddistributivepayjustice, andothe'、 relatedquestionaires.
ResultsshowedthatpaysatisfEctionwasexplainedmainlybydis-
tributivepayjustice. Workerscaredlittleaboutpayitselforre-
lativeamountofpay. Figurel illustratedthepaysatisfactionmod-
el estimatedbyanalysis of covariance structures・ The latent

communicationvariablehadcertainefIbctsondistributivepayjus-
tice. Itmayindicatethatproceduraljusticehavesomeeffbcton
paysatisiaction.


